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（目的）家族介護者は、在宅介護を必要とする高齢者にとり必要なパートナーである。家族介護者

の心のバランスを保つことは、在宅介護を継続するために、また高齢者の日々の生活の質を高める

ためにも重要であると考えられる。しかし、日本の家族介護者の 68.9％は負担やストレスを感じて

いる。先行研究によると、社会的な規範が介護負担の要因になることが指摘されている。しかしな

がら、これは、社会や地域の特性により異なると考えられる。そこで本稿では、介護負担の要因を

明らかにするとともに、介護の動機が介護負担に与える影響について分析を行うことを目的とす

る。 

（方法）本研究は、茨城県つくば市が高齢者福祉計画策定のために実施したアンケート調査の結果

を用いた。本稿では、65 歳以上の 472 名の要介護者を対象とした。つくば市が実施したアンケート

調査では、家族介護者の介護負担を評価するために Zarit 介護負担尺度日本語版の短縮版(J_ZBI_8)

が用いられた。本稿では、13 点以上を高負担群、また 13 点未満を低負担群と設定し、多重ロジス

ティック解析を試みた。 

（結果）36.0%の家族介護者が高負担群であった。また、多重ロジスティック解析の結果、介護の

動機（環境型）(Odds Ratio: 3.09; 95% Confidence Interval: 1.58-6.05)、家族介護者が介護の方針

に対し意見を述べることができないこと(OR: 0.24; 95% CI: 0.08-0.69)、要介護者が認知症であるこ

と(OR: 3.91; 95% CI: 1.84-8.30)が高負担感と関連があることが明らかとなった。 

（結論）日本では、高齢者が元気なうちに、介護方針について家族間で話し合うことは好ましくな

いと考えられる傾向にある。しかしながら、介護が必要になる前に、家族間で介護について詳細に

話しあうことが、家族介護者の介護負担を軽減させることになると思われる。 
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Ａ．研究目的 

在宅介護を必要とする要介護者にとり、家族介

護者は必要なパートナーである。しかし、高齢者

と同居する家族介護者の 68.9％が負担やストレ

スを感じている。家族介護者の心のバランスを保

つことは、在宅介護を継続するために、また高齢

者の日々の生活の質を高めるためにも重要である

と考えられる。 

家族介護者の負担に関する先行研究では、社会

的な規範が介護負担の要因になることが指摘され

る一方で、子が高齢の親の面倒をみるべきだとい

う社会的な規範は日本社会においては時代ととも

に、また社会や地域の特性により異なることが指

摘されている。そこで、本稿では、家族介護者の

介護負担との関連要因を明らかにするとともに、

家族介護者の介護の動機と介護負担の関係につい

て分析することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 本稿では茨城県つくば市が高齢者福祉計画策定

のために、2014 年に実施したアンケート調査の

結果を用いた。この調査では、要介護認定を受け

た 6,683 名の中から 1,972 名が無作為に抽出され、

郵送によるアンケート調査が実施された。984 名

(回収率 49.9%)から回答があった。この調査では、

家族介護者の負担を評価するために Zarit 介護負

担尺度日本語版の短縮版(J_ZBI_8)が用いられた。 

本稿では、J_ZBI_8 を回答していない者、そして

家族から介護を受けていない者を対象から除外し

た。その結果、472 名の要介護高齢者とその家族

介護者が対象となった。 

 本稿では 13 点以上を高負担群、13 点未満を低

負担群と設定し、多重ロジスティック解析を試み

た。 

 この調査では、6 つの介護の理由を設定してい

る。それらは、1)自分がすべきだと義務感を感じ

たから、2)自分がもっとも介護しやすい状況にあ

ったから、3)自分しかいなかったから、4)介護す

べき人がその役割を果たさなかったから、5)自分

がお世話してあげたいと思ったから、6)その他で

ある。本稿では先行研究に従って「義務（規

範）」と「自分しか介護に携わることができない

環境」に分類した。「義務（規範）」には上述の

１）を選定した。また、「自分しか介護に携わる

ことができない環境」には、上記 3）と 4）を選

定した。 

 

Ｃ．研究結果 

 集計の結果、36.0%の家族介護者が高負担群で

あった。多重ロジスティック解析の結果、介護の

理由（環境型）(OR: 3.09; 95% CI: 1.58-6.05)、

家族介護者が介護の方針に対し意見を述べること

ができないこと(OR: 0.24; 95% CI: 0.08-0.69)、

要介護者が認知症であること(OR: 3.91; 95% CI: 

1.84-8.30)が高負担感と関連があることが明らか

となった。また、本稿では社会的な規範は介護負

担と関連がなかった。 

 

Ｄ. 考察 

 分析の結果、自分しか介護をする人がいない

という環境が介護負担と関連があることがわか

った。これは、Schulz (2012)が選択の余地が

ないことと介護負担との関連を示した研究と同

様の結果である。 

 本稿では、家族介護者が介護方針に意見を述

べることができないことも介護負担と関連があ

ることが明らかとなった。高齢者介護は、忍耐

が必要な作業である。このような作業に対し、

日々介護に携わる家族介護者の意見が介護方針

に反映されなければ、個々の作業に対し家族介

護者の負担感が高くなることは、当然である。 

 本稿では要介護者が認知症である場合も家族

介護者の負担感は高くなることが明らかとなっ

た。この結果は、介護負担に関する先行研究と

同様の結果である。 
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Ｅ. 結論 

 日本では、高齢者が元気な時に介護の話を家族

間で行うことは好ましいと思われない傾向にある。

しかし、介護を担うことができる者が少なくなっ

た現状を考慮すると、高齢者が元気なうちにどの

ような介護を望むのか、またそれを受け家族はど

のような介護を実践しようと思うのかを話しあい、

介護の方針を家族間で定めることが家族介護者の

負担軽減策になると思われる。 

 
Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 
 
 


